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VMS論と「取引費用パラダイム」
陶山計介
I 問題の所在
流通チャネル研究は， 1950年代後半以降，その比重をチャネル類型選択論
(1) 
やチャネル構造理論からチャネル・システム論に移してきた。 70年代よりこ
のアプローチからの実証的研究が精力的に展開されているが，他方，そのな
かで流通チャネル現象の包括的な「描写」ないし「比較分析」のための理論
的枠組の必要性が同時に増大してきていることも否定できない。
しかし， L.W. Stern= T. Reveによれば，そうした枠組を構築する試みは
現在までのところなされておらず，チャネル理論は 2つの異なる分野，すなわ
ち，経済学的アプローチと行動科学的アプローチとに分裂している (fragm-
ented)といってさしつかえない。前者は， ミクロ経済理論や産業組織分析
の立場より「効率」 (efficiency)に注目し，費用，機能的差異，チャネル設
計の問題をとりあげる。後者は，社会心理学や組織論に依拠しながら「社会
的に」 (socially)パワーやコンフリクトといった硯象を問題にする。両者は
本来，相互に補完的な関係にあるべきであるにもかかわらず，それぞれ一方
は経済学的な「産出」 (outputs)を，他方は行動科学的「過程」 (processes)
(1) 流通チャネル論の系譜について詳しくは，風呂〔12]第2, 5, 6, 7章，石原
〔17]，石井(18]第1, 2章を参照。
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を主として取扱うというように，これら 2つの視角を統合しようという試み
(2) 
は例外的であって余りみられない。
同様の指摘は， L.P.Bucklinによってもすでになされている。かれはチ
ャネル・システム論にたいして，社会学や心理学の視点にもとづくパワーや
コンフリクトといった新しい概念上の基底を経済学からえられるそれと結合
して流通チャネル構造論とその最適な特性を拡張することがほとんどなされ
(3) 
ていない，と疑問を投げかけた。
パワーの構造・機能やコンフリクトの発生と制御のメカニズムを明らかに
しようとする場合，そのコンフリクトのあり方と水準を規定する要因とは何
ヽか，チャネルの維持・管理をおこなうシステム操作主体の経済的・経営的な
行動規範ないし基準はいかなるものか，という点が当然考察されねばならな
い。さらには，そうしたチャネル管理に先立ってどのようなシステム属性を
もつチャネルが構築されるべきか，ということも問題となる。
これはチャネル設計論の課題であるが，今度は逆に，従来のチャネル類型
選択論とは異なり製品特性や市場といった環境諸要因に規定されながらも独
自の戦略決定をおこない，それにもとづいて適切な組織構造を決定していく
という側面をクローズ・アップさせることが重要である。また，流通チャネ
ル内での製造業者と販売業者との相互作用行動や前者による後者の操作＝チ
ャネル管理の問題を扱うチャネル・システム論の枠組を念頭におきながら，
チャネル設計・構築をその不断の修正と再組織プロセスのなかで捉えなおす
(4). 
ことも不可欠と考えられる。
これら一連の諸課題の解明が進むなかで，経済学的アプローチと行動科学
(2) Stern= Reve(26J pp. 52-53. 
(3) Bucklin(2J日本語版への序文， I～直ペー ジを参照。
(4) P. Kotlerは，「マーケティング・チャネルに関する意思決定」としてチャネル
設計，チャネル管理，チャネル修正の3つをあげているが，設計・構築問題も三者
の相互連関のなかで動態的に捉えることが必要であろう。 Cf.Kotler(20J Ch. 
16. 
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的アプローチの「統合」も現実性をもちうるであろう。Stern=Reveが試論
的に提示した「政治経済学的枠組」 (APolitical Economy Framework) 
もそれをめざしたものと評価できる。
しかし，そこで展開されている議論のなかにはなお一層の検討を要する論
点も少なからず含まれているように思われる。その1つは， 0.E. William-
sonの「Markets& Hierarchiesアプローチ」が有力な分析手法として積
極的に導入されていることである。 Stern=Reveは， 流通チャネルは 2つ
の構成部分， すなわち， （1）内部経済構造・過程と，（2）内部社会ー政治構造・
過程からなるが，前者とくにその構造的側面（チャネル・メンバー間の取引
形態のクイプ， 垂直的経済調整）のあり方は Williamsonの「取引費用バ
(5) 
ラダイム」によって解明できると主張する。 また，実際に， L.W. Stern= 
A. I. El-Ansaryは，それを「流通チャネル組織パクーンの選択論理」のな
(6) 
かの基軸的なものとみなして議論を展開している。
本稿は，このように流通チャネル分析において近年大きな意義をもつとさ
れている Williamsonのパラダイムの取扱いが正当なものかどうかを，チ
ャネル設計・構築の基準という角度からではあるが総括的に吟味しようとい
うものである。そして，それは， Williamsonのパラダイムを各論的に検討
する作業のワンステップとして位置づけられる。 まず， Stern= El-Ansary 
による流通組織選択論への Williamson理論の適用の試みを概観すること
からはじめよう。
(5) Cf. Stern= Reve(26〕匹.55-60.
(6) Cf. Stern=El-Ansary⑫7) Ch. 7.わが国でWilliamsonの「取引費用バラダ
イム」を「流通組織化の選択論理」の 1つとしてとりあげたものとして稲川(16)，
またそれを流通システムとくに製造業者による前方的統合化に適用しモデル修正
を試みたものとして中田(23〕がある。また，中田(24Jは，最終消費財メーカー79
社のデークを利用してそれを検証しようとしたものである。
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JI VMSと Stern=El-Ansaryの流涌組織選択論
(1) 流通組織選択のための準拠枠
近年の流通チャネルの展開における最も顕著で重要と思われる現象の1つ
は，垂直的マーケティング・システム (verticalmarketing system :以下
VMSと略記）の展開にみられる流通過程の計画化・組織化である。それは
チャネルを製造業者，卸業者，小売業者などが技術的，経済的，行動的に統
合された1つの複合的な全体システムと捉え，全休目標を効率的に達成しう
るようにその管理およぴ各チャネル・メンバー間の調整をおこなうというも
のである。チャネル組織代替案としては，その内部構造ないし内部編成の点
では，各チャネル・メンバーの自律性を謁めたゆるやかな連合形態からその
自律性が大きく制約されるかわりに全休としては緊密に統合されたシステム
までさまざまな組織パクーンが存在している。こうした状況のなかで計画化
され統合化されたマーケティング・チャネルの比重が増大してきているので
ある。
この場合，いかなる意味で VMSが有効なチャネルであるのか， が問題
となろう。チャネル設計・構築にあたってどのような基準＝準拠枠によって
特定の組織パクーンの選択がおこなわれるのか。この点はチャネル類型選択
論以来の普逼的なテーマであるが，最近の VMS論において 1つの新たな理
論的根拠づけがなされつつある。それは， Williamsonの「取引費用バラダ
イム」によって，たとえば従来のマーケティング・チャネルが垂直的なマー
ケティグ・システムに移行せざるをえなかった理由づけないし必然性を理解
しようとする傾向である。 Stern=El-Ansary⑫7]ではとくにそれが顕著に
(7) 
示されている。
(7) Stern= El-Ansary (27Jの初版 (1977年）においては， WilliamsonはVMS
の1形態である企業システムの利点を経済学の立場から探求している論者の1人
として紹介されているにすぎず，かれの「M&Hアプローチ」なり「取引費用パ
ラダイム」がVMS論の基軸の1つとして据えられてはいない。この視点が本格
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「伝統的なマーケティング・チャネル」 (conventionalmarketing chan-
(8) 
nels: CMC)は， B.C. McCammon, Jr．によれば，孤立的で自律的な諸単
位によって構成されるネットワークである。各チャネル構成単位は伝統的に
分類されたマーケティング機能を遂行し， 調整は主に交渉によってなされ
る。各事業単位はしばしばーシステムとしての経済性を達成できない。メンバ
ーのロイヤリティは低く，参入も容易な開放的で不安定なネットワークとな
らざるをえない。その内部では戦略決定担当者の数は多く，かれらはマーケ
ティング過程上の「単一」段階における費用，売上高，投資の関係にしか関
心をもたない。意思決定過程はゼネラリストによる判断に強く依存してお
り，しかもそれは伝統的な流通形態にとらわれている。
このため， CMCにおいては計画の重複， スケジュール化の面での非効
率，高い販売費用がもたらされることになる。小規模な事業単位が維持され
ているので規模の経済性が犠牲にされざるをえない。また，ネットワーク内
での諸活動の再編成によってもたらされる経済性もその機能的硬直性のため
に無視される。全体として， CMCは「相対的に非効率で高度に脆弱な流通
メカニズム」である，といわれる。
CMCのこのような欠陥について Stern=El-Ansaryは， Williamsonの
「市場の失敗」の枠組を直接に援用しながら「取引費用」論的に解釈する。
CMCは各チャネル・メンバー間の分業関係を形成するにあたって無限定で
開放的な市場諸力すなわち価格メカニズムに強く依存している。しかし，こ
の場合には，機会主義的傾向や限定された合理性といった人間的な欠陥が技
術，環境上の複雑性や不確実性と結ぴつくとき深刻な問題に直面せざるをえ
ない。新しい法規制，不足，低成長，チャネル間競争，技術革新などの環境
変化に起因する高度な不確実性が発生すると，それはメンバー相互の交換に
おける機会主義的なやり方と結合し，その結果，自由な (unresticted)市場
的に導入されたのは木稿でとりあげる1982年の第2版においてである。Cf.Stern 
=El-Ansary, Marketing Channels, 1st ed., Prentice-Hall, 1977, p.423. 
(8) McCammon⑫2) pp. 43-44. 
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での取引に固有な経済的，社会・政治的な費用も高くつかざるをえなくな
る。ここから下位最適化 (sub-optimization)をなくしチャネルの有効性お
よび効率を改善するための努力としてチャネルの組織化が進行する，という
(9) 
のである。
一方， VMSないし「統合的マーケティング・システム」 (integrated
marketing system)は， 相互に連結された諸単位によって構成されるネッ
トワークで，各単位はマーケティング諸機能の最適な組合せを遂行する。調
整は詳細な計画と包括的なプログラムの利用を通じてなされる。各チャネル
構成事業単位はシステム経済性を達成するよう「プログラム化」されてい
る。それは開放的なネットワークであるが，システム要件と市場条件によっ
て参入は厳しく統制される。メンバーのロイヤリティは所有権または契約に
もとづいて確保され，その結果，このネットワークは相対的に安定的なもの
となる傾向をもつ。戦略決定担当者の数は限定されているのでそれより「は
るかに」多くのスタッフと事業担当者によって支えられている。マーケティ
ング過程上の「あらゆる」段階における費用，売上高，投資の関係に関心が
もたれ，「総費用」概念がとくに重視される。意思決定はスペシャリストな
いしその委員会による「科学的な」意思決定に強く依存し，意思決定者はマ
ーケティング概念や存立可能な機構にたいして「分析的に」コミットしてい
る。
「生産地点から最終使用地点までのマーケティング・フローを統合， 調
整，同調化することにより技術上，管理上，販売促進上の経済性を達成する
こと」がそこでは企図されている，と McCammonは，「合理的で資本集約
(10) 
的なネットワーク」としての VMSの利点を強調した。
Stern= El-Ansaryは，さらに， VMSをシステム内にチャネル・リーダ
ーシップ，役割明細 (rolespecification)，調整，コンフリクト管理，統制
に備えてパワー構造 (powerlocus)が存在することによって特徴づける。
(9) Stern= El-Ansary(27J pp. 307-310. 
(10) McCammon(22〕匹•絡-44.
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マネジリアルな観点からすればそれは，各チャネル・メンバーによって遂行
される諸機能の費用と質にたいする統制の度合を達成するために発展したも
のである。開放的な市場活動が制約され， マーケティング・フローの移転
(shifting)と配分 (allocating)が特定のパワー構造によって定まるよう
(II) 
になるとともに，取引費用も合理的な水準に保持することが可能となる。
(2) VMSの3形態とその比較・選択
VMSといっても組織化の水準と様式は一様ではなく，構成諸単位の結合
形態によって 3形態，すなわち，（1）管理型 VMS(administered systems), 
(2)契約型 VMS(contractual systems), (3)企業型 VMS(corporate sys-
tems)に分類される。
管理型 VMSは，生産・流通の継起的諸段階の調整を， 共通の所有によ
ってではなく，システム内の1メンバーの規模やパワーによって達成するシ
ステムである。各単位はそれぞれ異なる目標をもつが，同時にシステム全休
の方向づけが存在しており，マーケティング諸活動のあいだの調整は，プロ
グラムの利用にもとづくインフォーマルなメカニズムを通じておこなわれ
る。そこではパワーの行使と結びついた管理戦略がシステムの経済性を達成
するために重視される。とりわけプロゲラム化されたマーチャンダイジング
協定 (programmedmerchandising agreements)の出現が管理システム
の発展にとって最も革新的なものの1つとなる。それは，マーチャンダイジ
ング目標，投資計画，商品表示計画 (merchandisepresentation plan)，人
的販売計画，広告と販買促進計画，責任と満期日 (duedates) などの広範
(12) 
な計画および活動をカバーしている。
哭約型 VMSは，生産および流通のさまざまなレベルの独立諸企業から
構成されるが，それらは単独でおこなうよりも大きな経済性や（または）販
(1) Stern= El-Ansary(27J pp. 306-307, 310, 353-354. 
(12) Cf. McCammon(22J p.45, Kotler(20J p.425, Stern=El-Ansary⑫7J pp. 
310-316. 
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売上のインパクトを得るために契約にもとづいてそれぞれのプログラムを統
合する。各メンバーは自律的で異なった目標をもつが，システム全休の方向
づけと包括的目標のためのフォーマルな組織が存在するネットワークであ
る。他方，意思決定はトップによってなされるが，それは各メンバーの批准
(ratification)に従わなければならない。この契約システムは近年もっと
も発展してきた流通形態である。
契約型 VMSには，次の3クイプがある。第1は， 卸業者主宰ポランタ
リー・チェーンで，卸業者が大型チェーン組織に対抗して取引先の各小売業
者を守るために生まれたものである。卸業者はかれらが共同して活動を標準
化したりグループとしての仕入面の経済性を達成するための各種のプログラ
ムを開発する。
第2のクイプは，小売業者主宰のコーボラティプ・チェーンである。企業
チェーンからの自己防衛手段として小売業者のグループ化の努力から生じ
た。各メンバーは集中仕入や共同広告などをおこない，利益も配当金のかた
ちでかれらのあいだに還元される。
第3は，フランチャイズ組織 (franchisesystems : F • S)である。ここ
では生産・流通過程のいくつかの継起的諸段階がフランチャイザーとフラン
チャイジーとの協定のもとで結合している。フランチャイザーは，一定の様
式（期間，場所）でビジネス・フォーマット（販売権，名称使用権，ノウノ‘
ウなど）の提供，立地選択，設備設計，活動マニュアル，融資などについて
の助言，市場デーク，品質検査，管理者，雇用者の訓練，一手仕入など一連
のサービスの提供をおこない，他方，フランチャイジーから加盟料，ロイヤ
リティ， リース料，管理料などを徴収する。 F•S は，所有権にもとづかな
い市場規制のもっとも極端な形態を意味しているが，システム固有の特性か
ら一方で，フランチャイズ契約が結局はフランチャイザーに有利に締結され
る傾向が強く，他方，フランチャイジーは形式上は独立の企業家であるとい
う点から，その監視ないし管理をめぐってコンフリクトが不断に発生せざる
をえない。なお，これには製造業者主宰小売 F・S製造業者主宰， FOS,サ
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(13) 
ービス業者主宰小売 F.Sなどの形態がある。
最後に，企業型 VMSは， 生産ヽ流通の継起的諸段階が単一の所有権の
もとに統合されている形態にほかならない。特定製品にたいするさまざまな
流通レベルでのチャネル・メンバーが単一組織により操作・管理される。前
方的統合は製造企業が自らの販売部門，流通センクー，卸Jレートを確立する
場合であり，後方的統合は小売・卸業者が財・サービスのマーケティング・
(14) 
フローに先行する機構・機能を統合したときに成立する。
これら 3形態の VMSについて Stern=El-Ansaryは，どのように相互
比較・検討をおこなっているのだろうか。伝統的なチャネルにあってはパワ
ーは各チャネル・メンバーのあいだに分散していたが， VMSではそれが集
中化されており，役割明細，コンフリクト管理は比較的容易に達成される。
とはいえ，各形態によってパワー構造は異なる。管理システムでは専門的知
識 (expertness)，報酬 (rewards)のパワーが管理者のレペルで存在しなけ
ればならないが，その度合は決して大きくはない。契約システムにおいては
法的協定が発効するとともに明らかに正当性 (legitimacy)のパワーが生ま
れる。これにたいして企業システムでは，パワーは所有権にもとづいて1つ
のチャネル・レペルに集中されている。そのためチャネル・メンバーのマー
ケティング活動にたいする「絶対的な」統制が可能となる。包括的な全休目
標の達成にむけて各単位が組織され，意思決定と権威の所在は組織構造的に
明記され，その意思決定も契約システムの場合とちがって批准を要しない。
各チャネル・メンバーは分業構造のなかに組み込まれ，コミットメントの規
範性は高い。このように企業システムにおいては各メンバーのシステム全体
的な方向づけは他の VMS諸形態とくらべてより大きい， と Stern=El-
(15) 
Ansaryは主張する。
(13) Cf. McCammon(22J p.46, Kotler(20J pp.426-427, Stern=El-Ansary〔幻
pp. 317-343. 
(14) Cf. McCammon(22J p. 43, 45, Kotler(20J p.425, Stern= El-Ansary(幻
pp. 343-347. 
(15) Ibid., p. 347, 355. Cf. Warren(28J p. 316. 
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そのことはまた，企業システムをして取引費用を減少させ，システムの経済
的パフォーマンスを高める。管理システムや契約システムは，市場機能を制
約する度合に応じて取引費用を減少させマーケティングの有効性を高める。
しかし，これらにあっては市場的諸力は「変更を受けている」 (tampered)
とはいえ依然として存在し機能している。 Stern=El-Ansaryは， Willi-
amsonに依拠しながら環境の不確実性下では交換は契約の厳しい遵守，義
務の長たらしい明細化，パフォーマンスの広範な監査がなければ成立しえず，
また，成立するためには比較的大きな費用をともなわざるをえない，と指摘
する。 この点，完全統合化がなされた企業型 VMSでは機会主義的行動を
抑え，コンフリクトを解消しバフォーマンスを監査することが容易となるの
である。
また，企業システムの発展は，各チャネル・メンバーに顧客や供給者との
あいだの強力で長期的なコンククトを保障する。市場での代表性の獲得，仕
入財の費用の減少，より大きな在庫統制と市場情報の入手，過剰資金の利用
などが可能となる。製造側企業にとっては，再販価格の設定・維持，品質統
制，選択的店舗プロモーションなどを通じた自己製品（・ブランド）の市場
(16) 
浸透力が強化される。
以上， Stern= El-Ansaryは， McCammonなどの従来の VMSについ
ての理論的到達点をふまえながらも，同時に， Williamsonの「取引費用バ
ラダイム」を積極的に摂取しながら CMCにくらべての VMSの利点が企
・(17)
業型 VMSにおいて全面的に開花する， と主張する。問題は，こうした理
(16) Stern=EI-Ansary⑫の p.348. Cf. Bucklin(3J pp. 649-653. 
(17) 稲川[16]，江尻〔6］でも同様の主張がなされている。とくに稲川は， Stern= 
EI-Ansaryに依拠しながら， VMSの3類型の比較分析を，（1）システム構造関連
属性（構成定型化度と合理化度，意思決定，生産費節減と供給源確保力，流通投
資）と，（2）システム有効性関連属性（システム全体の経済性と効率，対市場イン
パクトとシステムズ・パワー，市場の多様性への適応力）の計27のきわめて包括
的な属性基準からおこなっている。そして， いずれの基準からも企業型 VMS
が最もすぐれていると結論づけているが，率直にいってそこにみられる考え方は
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解でよいのかということであるが， 次に Williamsonのパラダイムを簡単
に紹介しながらこの点を考察してみよう。
m 「取引費用パラダイム」とチャネル設計・構築の基準
(1) Williamsonの基本的な分析枠組
Williamsonは，取引こそがミクロ経済分析において最も根源的な分析単
位であると考え，組織およびそのメンバーの行動仮説をいわば経済学的内容
の点で豊富化しようとした。取引費用とその節約がさまざまな組織設計なり
評価の決定要因とみなすのである。
そこでは，一方の極に自律的な経済単位間の交換である市場取引と，他方
の極に単一の管理組織の内部でのなんらかの支配・従属関係が優勢な，そし
ヒエラルヒー
て典型的には統合化された所有の形成されている階層組織内取引が設定され
る。そして，技術と定常状態における生産（・流通）費用が研究されるので
はなく，これら諸種の代替的管理構造のもとでの課業の遂行にともなう計
画，適応，監視の諸費用が比較される。 Williamsonは， R. Coaseと同じ
く取引費用が “make-or-buy"問題の解決の中心的テーマであると隠識す
(18) 
るのである。
他方かれは従来の経済学や組織論とは異なり， 「組織の失敗の枠組」 (or-
ganizational failures framework)を取引費用分析の理論的前提として提
起する。すなわち，（1)限定された合理性 (boundedrationality)の波及効果
の追求，（2）機会主義 (opportunism)概念の導入，（3）市場の失敗-交換上の
困難はこれら 2要因が不確実性 (uncertainty)と少数性 (smallnumbers) 
と結びつくことによってひきおこされるという想定，がそれである。人間行
動の合理性は，その意図とは別に限定されたものでしかなく，そのなかで経
済主休として自己利益の追求を最優先させながら情報の操作・歪曲，虚偽の
CMCとVMSの比較におけるそれのアナロジーにすぎず，契約型 VMSの位置
づけが曖昧であるなど問題を含むものといわざるをえない。
(18) Williamson⑲OJ p. xi（邦訳， i-i,viペー ジ），（32Jpp.13-14. 
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約束といった戦略的行動をとる。このいわば「基軸的な人間行動仮説」が環
境の不確実性，複雑性の増大や少数主休間交換という競争関係のもとで機能
する結果，情報の偏在＝非対称的分布も生じる。したがって，基本的な組織
設計問題とは，結局のところ限定された合理性と機会主義的行動の傾向に直
面するなかで，一方で前者にもとづいて節約的に取引を組織し，他方，後者
(19) 
の危険にたいして取引を保護することに帰着する。
以上が， Williamso砥30〕における基本的な分析枠組であるが，その後の
理論展開のなかで同〔31〕ではあらたに「契約関係を記述する決定的な次元」
として， （1）環境の不確実性の他に， （2)取引がおこなわれる頻度—頻発的
(recurrent)か間欠的 (occasional)か1回きり (one-time)か，（3）取引
に特異的な投資がおこなわれる度合ーー特異的 (idiosyncratic)か中位
(mixed)か非特異的 (nonspecific)か， をあげた。 さきの「環境の諸要
因」，「人間の諸要因」に加えて第3の系列である「取引の諸要因」の導入で
ある。これら 3系列の次元の諸要因の相互作用のなかで取引の特性，したが
って取引の「制御機構」 (governancestructure)が決定される。 とはい
ぇ，その組合せはきわめて複雑となり，実際の分析にあたっては議論の単純
化のために4つの仮説， （1）供給者は継続的に事業をおこなうことを意図す
る，、（2）浦在的な供給者は多数である．＝少数性の排除，（3）頻度の次元は市場で
の買手の活動に関係する， （4）投資の次元は供給者側の投資の特性に関係す
る，が前提され，主として取引の特異性と継続性の 2つが独立変数とされて
(20) 
いるにすぎない。
以上， Williamso砥30]と〔31]の2つの分析枠組を重ね合わせると第1図
のようになるであろう。もちろん， Williamson自身これを明示しているわ
けではなく， したがって，このモデルを構成する 3系列の諸要因相互の有機
的な連関についても曖昧な部分が多いと思われる。
また，あらかじめ指摘するなら，このモデルでもってチ，，ネル：システム
(19) Williamso或30)Ch.2,〔32)pp.15-17. 
(20) Williamso戒31)pp. 246-247. 
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第1図 Williamsonにおける修正「組織の失敗の枠組」
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をめぐる諸問題を解明しようとする場合，モデルの基本性格にかかわってそ
の抽象性なり歴史性・社会性の希薄さが，硯実のチャネル問題における諸種
の矛盾と対立をいかなる意味でまたどの程度まで析出することができるか，
(21) 
が問われねばならないであろう。
(2) 「市場 vs.内部組織」観と統合の利益・不利益
Williamson(30]で展開された取引様式の選択論理は， 事実上， 「市場か
(22) 
内部組織か」という二者択ー的なものであったといってよい。
Williamsonは，市場にたいする内部組織の優位性を次の 5点に要約し
た。 (1)適応的な逐次的意思決定を容易ならしめることにより限定された合理
性を節約する。 (2)現在または将来の少数主休間交換関係において機会主義を
(21) 石原〔17J210-211ペー ジ，風呂〔13J57ペー ジ，小西〔19J96, 107ページ，藤
本〔n〕65-66ペー ジをそれぞれ参照。
(22) 洩沼〔1］2ペー ジを参照されたい。
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弱めるのに役立つ。 (3)諸個人の予想の収束を促進することによって不確実性
を減少させる。 (4)情報の偏在の条件を克服したり戦略的行動の可能性を少な
くする。 (5)より満足すべき取引の雰囲気を生じさせる。これらの利点により
1つの取引または関連する 1組の取引は市場から内部組織に移行するのであ
る竺
しかし，このことによってもたらされるのは利得ばかりではない。・内部組
織にはまた固有の失敗が存在する。すなわち，組織形態を一定にしたまま企
業規模と垂直的統合度を大きくしてゆくと， 内部組織に特有の諸力が損わ
れ，取引関連的な不経済性を招く。追加的取引の内部化にともなっては，内
部調達の過度の選好，内部組織の膨張，既存のプログラムヘの固執，内部コ
ミュニケーションの歪曲などの結果，管理者の自由裁量が発生したり部分目
標がもっばら追求されるといった内部的な機会主義が，少数性の条件や情報
の偏在と結びついて生じ，取引関連的な欠陥をもたらす。
また，企業規模の要因からは次の一般的な限界も指摘される。第1は，限
ヒエラルヒー
定された合理性にかかわっては階層組織の延長による内部コミュニケーショ
ンの困難にともなうコントロール・ロスの発生＝内部効率の悪化である。第
2に，組織の大規模化に比例して官僚主義的な偏狭性が増大する。リーダー
が下位の階層の参加者や株主から統制を受ける態度は弱まり，自己中心的な
行動をとりやすくなる。第3に，雰囲気の点でいうと下位の階層の情報不足
や意思決定への不参加が進むなかでかれらの道徳的な精神的関与 (involve-
(24) 
ment)を弱め，利己的で打算的な志向が強まる。
このような内部組織の取引関連的な限界をあくまでその枠内ではあるが綬
和する組織革新が，多数事業部制への移行である。そこでは，総合本社は業
務的決定の下位への委譲によってコミュニケーション負担が軽減される一
方，戦略的意思決定に専念することが可能となり，その結果，資源配分過程
・(23) Williamson(3゜〕 pp.39-40(65ページ）。
(24) Cf. Ibid., Ch. 7. 
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への党派的影響が弱まり組織全体のパフォーマンスに廃心がより向けられ
る。また，内部監査・統制の強化によって情報の偏在の条件がある程度克服
されることになる。かくして，限定された合理性が節約されるとともに機会
(25) 
主義も緩和される，と Williamsonは主張する。
B. Mallenは， D'.Coleに依拠しながら VMSの利益および不利益につい
て次の諸点をあげた。垂直的統合の利益として，①追加的な売上利益率，③
マーケティング費用の減少，⑧活動の安定性，④原材料供給の確実性，⑥製
品流通への統制， ⑥個別企業の意欲の充足， ⑦品質管理， ⑧迅速な政策修
正，⑨在庫統制の改善，⑩各製品品目へのプランドの適用とそれからの利益
の享受の可能性，⑪研究設備増強の機会，⑫購買力の増大，⑱よりよい人的
訓練の保障の可能性，⑭新規事業への融資の容易化，⑮垂直的組織 (setup)
に組込まれた個々の企業間の異なった観点の導入，⑯管理用間接費の減少。
他方，不利益ないし欠点としては，①管理限界，R活動の非伸縮性，③垂直
的統合組織においては限界企業ば有利なかたちで活動できない，④多様性の
制限，⑤活動諸段階のあいだの不一致，⑥新規の努力分野への進出の困難，
⑦在庫手持ち増，⑧世論と政府の行動，⑨マージンの不掏等性の増大，⑩専
門化の欠如，があげられている。また，再販売価格維持や排他的取引など公
(26) 
共政策的な観点からの欠陥も指摘される。
これは VMSないし流通計画化の効果についてのきわめて包括的な評価
であり，経済的側面と社会・政治的側面とが交錯している。また，経済的に
みても統合の利益と不利益が統一的かつ整合的に関連づけられてもない。
Stern= El-Ansaryは，企業マーケティング・システムの利点を，チャネ
ル活動の標準化，自動化，簡素化 (streamlining) を通じた規模の経済性に
(27) 
求めた。 McCammonは， VMSの出硯と成長を， 「5つの経済性」 (eco-
nomies)一一①整復 (repositioning)の経済性，③スケジュール化 (schedu-
(25) Cf. Ibid., Ch. 8. 
(26) Malle証21Jpp.156-157, Cole⑤ pp.11-12, 30. Cf. Etgar⑦ ,Porter(25J. 
(27) Stern=El-Ansary(27J p. 349. 
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ling)と同調化 (synchronization)の経済性，⑧単純化の経済性，④アクセ
スの経済性，⑥規模の経済性，にもとづいてチャネル・システムの主に収益
(28) 
性 (profitability)が追求されることによって説明しようとした。
VMSの流通論的意味なり構成諸単位の質的特性をひとまず捨象して形態
上の編成原理の面からみると，その利益—不利益の分岐点は， McCammon
なども指摘する基本的には分化と統合の 2原理によってそれが適正に構成さ
れているか否かにあるであろう。この点で，内部組織はそれに固有の逆機能
的要因の存在にもかかわらず，価格メカニズムに起因するより大きな攪乱的
な要素を内包する市場的結合にたいしてパフォーマンスの点で優位性をもち
うる。そして，これにもとづく組織選択が取引に関連するあらゆる「費用合
理性」の追求によって達成されるとする Williamsonの議論は， 形式基準
からするときわめて論理上の一貫性をもっている。また，それは現実のチャ
ネル設計における個別的取引主休の意思決定行動の規範としての意味をも有
するように思われる。
しかし，その場合，組織設計ないし「取引制御機構」選択の決定因とされ
ている取引費用とはいかなるものかということが当然問題となる。浅沼C15〕
は， Williamson自身によっては概念規定されていないが，それは不確実性
をもった環境変化にシステムが適応していく場合の計画と統制のコストと考
える。それには市場における契約の作成と統制，内部組織における計画と統
(29) 
制の双方に要する時間や資源などが含まれる。具休的には，企業間取引であ
れ企業内取引であり，大きく情報探索・入手・処理費用，交渉・調整・動機
づけ費用，監視費用，契約や統合をおこなうときに必要な開設費用 (setttp
cost)などから構成される。他に，環境不確実性に起因するマーケティング
最適決定からの乖離にともなう機会損失費用，物流費用，プロモーション・
(30) 
ミックス費用を含める見解もある。
(28) McCammon(2幻 p.43.
(29) 今井・洩沼ほか〔1印 61ペー ジ。
(30) 藤本〔8〕50'-51ペー ジ，稲川C16-IJ26-41ペー ジ，中田〔磁〕 20-24,30-
31ペー ジを参照。
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現在までのところ取引費用は， 「内部組織の経済学」においていわばキイ
概念であるにもかかわらず， Williamsonを含めてその本性や内容について
十全な規定がなされておらず，流通部面への垂直的統合にかかわっても「マ
ーケティング活動の配分とチャネル・メンバー間の取引条件の確定と結びつ
(31) 
いた費用」というようにそれはきわめて広義に解釈されている。 したがっ
て，その実際の場での計測可能性の問題はさておくとしても，この取引費用
と生産費用，管理費用，また流通費用ないし販売費用とはいかに区別され，
また関連しあうのかを理論的に究明することが必要であろう。
さらに， Williamsonの「取引費用パラダイム」によっては， VMSとく
に製造企業による流通企業の系列化ないし統合をめぐる矛盾的性格が十分に
析出できない。
McCammonは， VMSの出現の論理あるいは巧妙な流遥計画化の必然性
を， 中間市場 (intermediatemarkets)の構造が変化し， そこでの利潤圧
力が増大してくるなかで技術，生産，販売促進に開する専門知識の点で製造
企業間の競争が激化したことに求めた。製造業者にとって製品イノベーショ
ン，生産効率，差別的広告キャンペーンといった伝統的な戦略では十分な利
益水準が維持できなくなり，活動の比重を流通計画化に移さざるをえなくな
(32) 
った，というのである。
環境の不確実性＝「取引そのものの困難」を根本要因にしながら，それが
機会主義およぴ少数間取引＝寡占的製造企業間の戦略的競争行動と結びつく
なかで「個別的販売の困難」が一層進行する。ここからそれを克服するため
の強制された競争費用である流通費用も増大せざるをえない。これが個別的
製造企業にとっての販売費用の増大である。この過程は当然，流通過程でマ
ーケティングなどそれにたいする個別的製造企業の意識的・計画的な反作用
をひきおこす。流通業者の統合ないし系列化もこれとのかかわりでとらえら
れねばならないであろう。企業間およぴ企業内の各取引様式を制御するため
(31) Stern= El-Ansary(2ゎp.310
(32) McCammon［泣〕 p.32.
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に必要とされる取引費用，そして，流通組織化ないし「VMSの利益」から
もたらされるその節約が，商業資本の排除に必然的にともなう流通費用の節
約機会の喪失＝失費と「VMSの不利益」に起因する流通費用＝販売費用の
増大と相互に関連づけられる限りにおいて Williamsonのパラダイムはそ
の有効性を発揮するものとなるのではないか。逆にいえば， 「取引費用パラ
ダイム」がそうした脈絡のなかに位置づけられないとすれば，少なくとも流
(33) 
通部面における VMSをめぐる問題性は十分説明できないといえよう。以
上が，第1の問題群である。
(3) 「中間絹織」，費用•利益の不均等配分，パワー格差
Williamsonの「取引費用バラダイム」を流通費用論ないし流遥利益論か
らみていくと，このパラダイムの有効性を制約する第2の問題群がある。こ
の点をかれの「中間組織」論とのかかわりでみてみよう。
Williamson(31〕における取引様式の選択論理には，市場，内部組織の他
にそのどちらでもないいわば「中間組織」のようなものが構想されている。
第2図 商業取引と取引制御機構との対応
投 資 の 特 性
非特異的 | 中 位 | 特 異 的
間
： 
三者による制御
頻 欠
的 市場による制御 （新古典的な契約）
-----------------・ 
頻
； 
（古典的な契約） 双務的な制御 i統合された制御
度 発 ： 
的 （関係的：な契約）
i 
（出所） 0. E. Williamson, "Transaction-Cost Economies : The Governance 
of Contractual Relations," Journal of Law and Economics, October, 
1979, p. 253. 
(33) ここでは次の諸論稿に拠っている。風呂〔13J,〔14J，藤本〔8J,〔9J,〔11J．小
西〔19J。
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すなわち，「投資の特性」と「取引頻度」という 2つの取引関連要因の組合わ
せにより，（1）市場による制御 (marketgovernance)：古典的な契約 (clas-
sical contracting); (2)三者による取引制御 (trilateralgovernance)：新古
典的な契約 (neoclassicalcontracting), (3)取引に特定化した制御 (transac—•
tion-specific governace)：関係的な契約 (relationalcontracting)， の3
つの制御機構があげられている（第2図参照）。
取引が非特異的な場合は，頻発的取引，間欠的取引のいずれも取引関係の
継続，機会主義の防止に際して「特別の制御機構」を必要としない。市場に
よる取引制御で十分である。取引が中位およぴ特異的な場合のうち間欠的取
引については， 機会費用が比較的低水準であり， 「取引に特定化した制御機
構」を開設する費用が回収できないこともあることから市場での取引が選択
される。しかし，紛争の解決とパフォーマンスの評価にあたっては第三者に
よる制度的な援助である仲裁機構が必要となる。これが三者による取引制御
にほかならない。
これにたいして，中位ないし特異的なクイプの頻発的取引の場合は，なん
らかの特定化された制御機構が工夫されねばならなくなる。 それは， 「双務
的な取引制御」 (bilateral・ governance)または「調整Jレールつき長期契約」
(obligational contracting)といわれる中間的な組織形態と，「統合された
制御」 (unifiedgovernance)または「内部組織」 (internalorganization) 
である。
頻発的で特異性が中位の取引では，資産の特殊化は不完全であり，規模の
経済性の観点からみて部品や半製品を内製化するのではなく外部から調達す
る方が有利である。また，それは安定供給をはかりながら費用管理をおこな
うのに適している。しかし，この場合，各契約当事者の自律性が保持されて
いるのでその適応性と契約費用の点で問題が生じる。外部調達は市場を介在
させているため，その適応化は相互の後追い的な契約によってしか達成でき
ない。しかも，適応化のための提案がなされたとしても双方の利害が一致す
るとは限らないのでジレンマが発生することは避けられない。また，売手も
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買手も契約の変更には開設費用がかかるとか製品の非代替性などからその契
約関係を維持し，取引に特定化された経済性を犠牲にするのを回避しよう
とする誘因をもっている。反面，売手，買手のそれぞれは利益の占有可能性
(separa,te profit stream)を保持しているので機会主義を発揮して契約を
適応的なものにする提案にも応ぜず，数量・価格調整の次元は大きく制約さ
れざるをえない。
取引がより特異的なものに t;るにつれて交換的取引 (trading)にたいす
る誘因が弱くなる。なぜなら人的・物的資産の特殊化が転用を不可能にし，
規模の経済性は外部供給者によってと同様に買手自身によっても十分実硯で
きる。組織様式の選択基準は，どの形態がすぐれた適応力をもつかというこ
とに求められ，かくして，垂直的統合つまり統合化された取引制御が出現す
る。取引は市場から隔離され企業内に組織されることによって権限関係にも
とづく支配を受けるようになる。垂直的統合の利点としては，まず適応が企
業間契約の診断，仕上げ，修正の必要なしに連続的になされること，単一所
有下への取引の包摂により結合利益 (jointprofit)の極大化が保障される
こと，さらにそのための数量・価格調整が全面的に展開されること，などが
あげられる。双務的な取引契約は管理当局 (administration)によって提供
(34) 
されるより包括的な適応能力にとってかわられる。
みられるように， Williamson(31)においては「自律的な経済主体のあい
だの継続的取引」が「中間組織」として組入れられており，それはマーケテ
ィング・チャネル分析にとって 1つの有益な理論的枠組を提供している。た
だし，かれの基本的な関心はやはり内部組織にあり，全体としてこの内部組
(35) 
織＝垂直的統合がもつ優位性が強調されていることも見逃せない。内部組織
と対比されたこの中間組織の意義を VMSとのかかわりでいま少し立ち入
(34) Williamson(3ゎpp.244-253. 
(35) Cf. Williamson, Ouchi〔泣〕 p.18.この点では， Williamson(31〕で＜スポッ
ト市場・中間組織・内部組織>という三分法が採られるようになったとする洩沼
〔1］の評価には一定の限定が必要と思われる。
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って考えてみよう。
Stern= El-Ansaryは，企業的統合が多くの利点をもつにもかかわらず回
避される第1の理由として，垂直的統合が非常に費用のかかるものであるこ
とをあげている。製造業者の観点からすれば，流通は一定の統制水準が要請
される割には相対的に低利益の活動分野である。 このためむしろ卸業者や
小売業者による後方的統合の方がより誘因が大きい，という。また，企業型
VMSにおいても環境不確実性に対処するためには各下位単位の一定の自律
性，たとえば，地方的でエコロジー的な需要への適応を聡めざるをえない。
ここから統合化されたチャネル・メンバー内の流通センクー，販売部門，小
売販売店相互で目標，バフォーマンス基準，価値観が相遣せざるをえなくな
る。したがって，チャネル・リーダーである大規模製造企業はより多くの人
員と費用を使って精緻なインセンティプ手段や情報＝コミュニケーション・
(36) 
システムを開発•利用しなければならない。
これは， Williamsonのいう「内部組織の失敗」現象にほかならない。そ
して，この失敗を克服する目的でなされたM型組織革新つまり多数事業部制
にも共通する問題でもある。 Williamsonは，多数事業部制のメリットであ
る「ミニチュア資本市場の機能」を発揮するためには「広範な内部的統制の
機構」をもつことが必要であるとして，①金銭的報酬，非金銭的報醒の双方
を含む誘因機構の操作，R各事業部の効率なりパフォーマンスを内部監査す
ること，⑧収益性の高い用途にもキャッシュ・フローを割当てること，など
(37) 
をあげている。
多数事業部制という内部組織の下で生じる最小費用行動からの一定の「乖
離」傾向を，さきの「中間組織――•内部組織」のシェーマとどのように関連
づけて考えるべきか。投資が特異的な場合（もちろん，特異性水準が中位で
(36) Stern=El-Ansary(27J pp. 351-353. 
(37) Williamso砥30Jpp.145-149 (240-245ペー ジ）。もちろん， M型組織が効率
性，動機づけ，統制の点ですぐれていることを Williamsonが否定しているわけ
ではない。 Cf.Ibid., p.150 (255ペー ジ）。
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も非特異的であっもかまわない）， 内部組織における統制関連の費用増と中
間組織における資産の代替にともなう費用増との比較分析にほかならない。
その場合， Williamsonがいうように，中間組織では所有にもととづく一元
的権威が存在しないことから派生する機会主義，それを克服するための費用
増，他方，内部組織化にともなう利益増も当然考慮しなければならない。
しかし，そうした次元での諸要因の比較分析以上に大きなウェイトを占め
ていると考えられるのが，中間組織＝「調整Jレールつき長期契約」のもとで
．の費用•利益の不均等配分の問題であろう。 これは Williamsonにあって
は軽視されている論点であるが，関連企業間に明確なパワー格差が存在する
場合，とくにここで問題になっている寡占的製造企業による中小の流通企業
にたいする前方的統合を考えるなら無視できない。寡占的製造企業は，商業
資本の排除や系列化によって生ずる個別的販売のための流通費用の増大を他
のチャネル．．ノンバー＝流通業者との不公正な契約＝取引条件の強制を通じ
てかれらに転嫁する一方，その結果である全休として減少する（増大する場
合はもちろん）流通利益を自らにとって有利に配分するのである。逆にいえ
ば，流通費用の不均等な負担メカニズムと流通利益の不均等な配分メカニズ
ムが存在するからこそ，寡占的大規模製造企業は自らの製品の販売（＝価値
実硯）過程を流通業者にまかせるのではなくかれらを統合・系列化しようと
(38) 
するのである。
そして，この不均等な負担・配分メカニズムは，システム内のパワー構造
の従属変数である。一般に，チャネル・システム内の各メンバーのもつ相対
的なパワー比率が減少すればするほど，かれらが負担する流通費用の比率は
増大し，かれらが享受するチャネル利益の比率は減少する。他方，チャネル
全体の利益水準はチャネル・メンバー間の協調—~リクト水準，した
がってパワー構造によって影署を受ける。パワー構造が偏在的であれば逆機
能的なコンフリクトが発生し，それを制御するための費用が増大せざるをえ
(38) 流通費用の不均等な負担メカニズムについて詳しくは， 藤本〔9J,〔10]を参
照。
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・ない。
このように， Williamsonのいう個別的企業にとっての取引費用概念も，
流通組織化＝VMS を考えた場合，全体システムの流通費用•利益と個別的
企業のそれとの相互交絡のなかで，再規定せざるをえないし，その際，チャ
ネル・システム内のパワー構造＝協調とコンフリクトの態様にも留意しなけ
ればならないであろう。
w 展望
以上，きわめて大雑把なかたちではあるが， Stern=El-Ansaryの流通組
織パクーンの選択論とそこに適用された Williamsonの「取引費用パラダイ
ム」をとりあげ，チャネルの内部経済構造のあり方をこれによって解明しよ
(39) 
うというかれらの試みとそこに内在する問題点を吟味してみた。
もとよりそのより立ち入った検討は次稿以降の課題であり，こうした角度
からのアプローチ自体もチャネル設計・構築を考える場合の1断面にすぎな
い。 Bucklin=Staschは， VMSのパフォーマンスの評価次元として，（1）費
用，（2）生産性，（3）利益，（4）経済成長，（5）公正さ，（6）適応性，（7）安定性，の 7
(40) 
点をあげた。 Kotlerは， 主要チャネル代替案の評価基準として，（1）経済的
(41) 
基準，（2）統制基準，（3）適応性基準，を指摘している。また， Stern=El-An-
saryは，チャネル機構・構造のパフォーマンスの評価基準は，（1)有効性，
(2)公正さ，（3）生産性，（4）収益性，の 4点からなる総合的なものでなければな
(42) 
らないことを強調した。チャネル設計・構築あるいは選択問題を包括的にと
りあげるとすれば，これらの各評価次元を冒頭にふれたチャネルの行動科学
的アプローチとクロスさせて両者の相互連関を常に念頭におきながら検討し
ていくことが不可欠であろう。これもまた今後の課題である。
(39) Cf. Stern= Reve(26J pp. 56-60. 
(40) Bucklin, Stasch〔む pp.3-7.
(41) Kotler(20J pp. 436-439. 
(42) Cf. Stern=El-Ansary(27J Ch.11. 
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